
分科会の検討方針について
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分科会における検討について

○ 入院医療等の調査・評価分科会においては、答申書附帯意見に基づき、入院医療等の診療報酬上の
評価検討にあたっての技術的課題に関し、専門的な調査及び検討を行うこととされている。

○ 今後の検討のうち、主な課題について作業を行うためのグループとして、以下の２つの作業グループを
設置した。
・ 診療情報・指標等作業グループ
・ DPC/PDPS等作業グループ

１ 今回改定で再編・統合した急性期一般入院基本料、地域一般入院基本料、療養病棟入院基本料等（救急医療に
関する評価を含む。） に係る、在宅復帰・病床機能連携率、重症度、医療・看護必要度、医療区分、リハビリ
テーションの実績指数等の指標及び看護職員の配置の状況について調査・検証するとともに、特定機能病院入院
基本料等のその他の病棟の評価体系も含めた、入院医療機能のより適切な評価指標や測定方法等、医療機能の分
化・強化、連携の推進に資する評価の在り方について引き続き検討すること。

３ 調整係数の機能評価係数Ⅱへの置換え完了等を踏まえ、ＤＰＣ制度以外の入院医療とともに、ＤＰＣ制度の適
切かつ安定的な運用について、引き続き推進すること。

９ 介護保険制度における介護療養型医療施設及び老人性認知症疾患療養病棟の見直し、介護医療院の創設等の方
向性を踏まえつつ、
① 医療と介護が適切に連携した患者が望む場所での看取りの実現、
② 維持期・生活期のリハビリテーションの介護保険への移行等を踏まえ、切れ目のないリハビリテーションの
推進、

③ 有床診療所をはじめとする地域包括ケアを担う医療機関・訪問看護ステーションと、居宅介護支援専門員や
介護保険施設等の関係者・関係機関との連携の推進

に資する評価の在り方について引き続き検討すること。

平成30年度診療報酬改定答申書附帯意見（抜粋）
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各作業グループの作業内容

● 診療情報・指標等作業グループ

１）診療実績データの分析に関する事項
・ 診療実績データ（DPCデータ）等を活用し、医療内容の評価指標や指標測定のための手法等に関
する調査研究・分析

２）データの利活用の在り方に関する事項
・ 診療実績データを提出する病棟の種類が拡大したことを踏まえたDPC退院患者調査における報告
内容について

３）その他、データ提出に係る診療情報や指標に関する事項

● DPC/PDPS等作業グループ

１） DPC/PDPSの運用に関する事項
・ 医療機関別係数のフォローアップについて
・ DPC/PDPSの対象病院の要件について

２） DPC退院患者調査に関する事項
・ DPC退院患者調査における報告内容について
・ 病院情報の公表の取組について

３）その他DPC/PDPSに関する事項

平成30年7月18日中医協資料 総4-3より
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入院医療機能の評価指標の現状

○ 入院医療機能については、現在、在宅復帰・病床機能連携率、重症度、医療・看護必要度、医療区分、
リハビリテーションの実績指数、平均在院日数等の、複数の指標で評価を行っている。

○ 重症度、医療・看護必要度等の、入院患者の医療・看護の必要性に係る指標については、入院料に応
じて異なる指標を用いており、これまでも診療報酬改定において、入院料ごとに指標の項目や判定基
準、評価方法等の見直しを行ってきた。

○ 平成30年度診療報酬改定においては、重症度、医療・看護必要度の評価基準や医療区分の判定方法
の見直し、回復期リハビリテーション病棟の評価体系に実績評価を組み込むこと等を行った。



7

入院患者の評価指標の課題（案）

○ 平成30年度診療報酬改定における中医協答申書附帯意見において、入院医療については「入院医療
機能のより適切な評価指標や測定方法等、医療機能の分化・強化、連携の推進に資する評価の在り方
について引き続き検討すること」とされている。

○ 次回改定に向けて、入院患者の医療・看護の必要性に係る指標については、それぞれの入院料に応じ
て、医療機能をより適切に評価するため、以下の検討が必要。

・ 重症度、医療・看護必要度については、平成30年度改定における評価基準の見直しや、重症度、医療・
看護必要度Ⅱの創設を踏まえた検討

・ 医療区分については、平成30年度改定における判定方法の見直しを踏まえた検討
・ 回復期リハビリテーション病棟については、平成30年度改定において入院料の評価体系に実績評価を
組み込んだことを踏まえた検討 等

○ また、中・長期的には、入院医療機能の適切な評価指標や測定方法等について、従来の評価指標以外
についても、必要な調査研究を含め、検討する必要があるのではないか。
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DPC/PDPSに関する現状①

• DPC/PDPSは算定方式を導入後、対象となる医療機関数、病床数は増加している。
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DPC/PDPSに関する現状②

• H30年度診療報酬改定におけるDPC/PDPSに関する附帯意見は以下の通り。

調整係数の機能評価係数Ⅱへの置換え完了等を踏まえ、DPC制度以外の入院医療とともに、

DPC制度の適切かつ安定的な運用について、引き続き推進すること。

• 前回改定の議論で、DPC対象病院のうち、平均的な診療実態とかい離した病院の存在が確認されている。

平均的な診療実態とかい離した病院が存在すると、包括報酬の水準がそれらの実績を用いて設定され、結
果的にDPC/PDPSの安定的な運用の妨げとなりうる。
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DPC対象病院の要件

• DPC準備病院のうち、一定の要件をみたすものについては、当該病院の意向を踏まえ、診療
報酬改定の度にDPC対象病院となる。

• DPC対象病院のデータ病床比（※）の基準は、急性期一般入院基本料等の届出を行う医療機
関の大半が満たしている。

11

-急性期一般入院基本料、特定機能病院等の7対1・10
対1入院基本料の届出

-A207診療録管理体制加算の届出

-以下の調査に適切に参加

・当該病院を退院した患者の病態や実施した医療行為の内容等

について毎年実施される調査「退院患者調査」

・中央社会保険医療協議会の要請に基づき、退院患者調査を補

完することを目的として随時実施される調査「特別調査」

-調査期間1月あたりのデータ病床比が0.875以上

-適切なコーディングに関する委員会を年4回以上開催

DPC対象病院の要件

約3300病院

約230病院（6.6％)

データ病床比が

0.875以上の医

療機関数

データ病床比が

0.875未満の医

療機関数

出典：平成30年度ＤＰＣデータ

急性期入院料の届出医療機関の
データ病床比の状況

※データ病床比：提出されるデータとDPC対象（または急性期一般
入院基本料等の）病床数の比



DPC/PDPSに関する現状③

• 在院日数を比較すると、他の医療機関と比べて在院日数が長い医療機関が存在する。
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※医療機関ごとに、診断群分類ごとの在院日数を相対化したもの
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DPC/PDPSに関する現状④

• DPC対象病院のうち、病院全体として、主に急性期入院医療を行う病院もある一方で、急
性期以外の入院医療を多く行う病院も含まれる。
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出典：平成30年度ＤＰＣデータ
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急性期以外の病床を保有するDPC対象病院①

• 回復期リハビリテーション病床を保有する（※）DPC対象病院数は約400病院。

• このうち、DPC対象病床の割合が小さい医療機関も存在する。
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※回復期リハビリテーション病棟入院料１～６の届出を行っている医療機関
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急性期以外の病床を保有するDPC対象病院②

• 地域包括ケア病棟入院料等を保有する（※）DPC対象病院は約800病院。

• このうち、DPC対象病床の割合が小さい医療機関も存在する。
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※地域包括ケア病棟入院料１～４、地域包括ケア入院医療管理料１～４の届出を行っている医療機関
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DPC/PDPSの現状と課題（案）

• DPC/PDPSの対象病院・対象病床数は改定ごとに増加している。

• 平成30年度改定における答申書附帯意見において、DPC/PDPSについては「調整係数の
機能評価係数Ⅱへの置換え完了等を踏まえ、DPC制度以外の入院医療とともに、DPC制
度の適切かつ安定的な運用について、引き続き推進すること。」とされている。

• DPC対象病院の要件は、急性期入院料を算定する医療機関であれば通常満たすことがで
きるものとなっている。

• DPC/PDPSの対象となる病床数が、許可病床に占める割合が小さな、急性期以外の入院
医療を多く行う病院も存在する。

• DPC/PDPSを採用する病院については、在院日数が他の病院と比べて長い等、平均的な
診療実態とかい離した診療を行っている病院も含まれている。

• 平均的な診療実態とかい離した医療機関が含まれると、全てのDPC対象病院の診療実績
を用いて報酬水準を設定するため、安定的な制度運用の妨げとなりうる。

• 平均的なDPC対象病院に対して、かい離した診療実態に関する分析や制度上の課題を分
析し、分析結果を踏まえ、要件設定も含めたDPC対象病院の評価のあり方について検討
が必要ではないか。
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現状と課題
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検討方針（案）

○ 以上を踏まえ、入院医療機能の評価、DPC/PDPSの課題について、分科会委員の中で当該事項の実務
に精通した委員を中心として、それぞれ、診療情報・指標等作業グループ、DPC/PDPS等作業グループに
おいて作業することとしてはどうか。

○ 具体的な検討項目は、以下のように整理して検討を行った上で、検討結果について、それぞれの作業
グループから入院分科会に報告をすることとしてはどうか。

○ 診療情報・指標等作業グループ
＜2020年度改定に向けた検討＞

・ 入院医療調査の結果を踏まえた、入院患者の医療・看護の必要性に係る指標等についての分析・
検討
・ 急性期以外の入院医療についての、退院患者調査における報告内容の設定に係る検討

＜中・長期的な検討＞
・ 平成31年度厚生労働科学研究（「急性期の入院患者に対する医療・看護の必要性と職員配置等の

指標の開発に係る研究」（研究代表者 松田晋哉））等の研究を踏まえ、急性期から長期療養まで含
めた、入院医療機能の適切な評価指標や測定方法等についての検討

○ DPC/PDPS等作業グループ
・ 一般的なDPC対象病院とは異なる診療実態である病院についての分析及び適切なDPC対象病院の
要件設定のための評価に関する検討
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作業グループメンバー（案）

○ 各作業グループにおいては、当面の検討課題について、分科会委員の中で当該事項の実務に精
通した委員により作業を進める。

○ 具体的なメンバーは以下の通り。

◎ 池田俊也（国際医療福祉大学医学部公衆衛生学 教授）

○ 池端幸彦（医療法人池慶会 理事長）

○ 奥裕美（聖路加国際大学 看護学研究科 准教授）

○ 神野正博（社会医療法人財団董仙会 理事長）

○ 武井純子（社会医療法人財団慈泉会 相沢東病院 看護部長）

○ 牧野憲一（旭川赤十字病院 院長）

○ 林田賢史（産業医科大学病院 医療情報部 部長）

○ 池田俊也（国際医療福祉大学医学部公衆衛生学 教授）

○ 井原裕宣（社会保険診療報酬支払基金医科専門役）

○ 牧野憲一（旭川赤十字病院 院長）

○ 松本義幸（健康保険組合連合会 参与）

◎ 山本修一（国立大学法人千葉大学医学部附属病院長）

診療情報・指標等作業グループ

DPC/PDPS等作業グループ

◎は班長
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中医協総会

入院医療等の調
査・評価分科会

各作業グループ

分科会における主な検討事項とスケジュール（案）

2018年度調査報告、議論

2019年度調査実施
とりまとめ 総会報告

報告、議論

2019年 2020年

第１ラウンド 第２ラウンド 諮問・答申・附帯意見意見の整理

検討・作業 分科会に報告

（秋頃～）
○ 2019年度調査結果（速報）

○ 個別的事項に関する議論
・ 一般病棟入院基本料
・ 療養病棟入院基本料
・ 特定入院料（特定集中治療室管理料等） 等

◆ 診療報酬基本問題小委員会に報告

主な検討事項（６月～）
○ 2018年度調査結果（速報）

◆ 速報を診療報酬基本問題小委員会に報告

○ 個別的事項に関する議論
・ 一般病棟入院基本料
・ 療養病棟入院基本料
・ 特定入院料（地域包括ケア病棟入院料等）
・ 入退院支援に係る評価
・ 医療資源の少ない地域に係る評価 等

◆ 診療報酬基本問題小委員会に報告
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